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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 令和 3(許)7 原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 売却不許可決定に対する執行抗告

棄却決定に対する許可抗告事件 

原審事件番号 令和 3(ラ)122 

裁判年月日 令和 3 年 6 月 21 日 原審裁判年月日 令和 3 年 2 月 9 日 

法廷名 最高裁判所第一小法廷   

裁判種別 決定   

結果 破棄自判   

判例集等 民集 第 75 巻 7 号 3111 頁   

 

判示事項 担保不動産競売の債務者が免責許可の決定を受け、同競売の基礎となった
担保権の被担保債権が上記決定の効力を受ける場合における、当該債務者
の相続人の民事執行法１８８条において準用する同法６８条にいう「債務
者」該当性 

裁判要旨 担保不動産競売の債務者が免責許可の決定を受け、同競売の基礎となった
担保権の被担保債権が上記決定の効力を受ける場合、当該債務者の相続人
は、民事執行法１８８条において準用する同法６８条にいう「債務者」に
当たらない。 

 

全 文 

主    文  

原決定を破棄し、原々決定を取り消す。 

本件を横浜地方裁判所に差し戻す。 

理    由 

抗告代理人古田雄久の抗告理由について 

１ 記録によれば、本件の経緯等は次のとおりである。 

(1) 横浜地方裁判所は、平成２５年１２月２７日、Ａが所有する原々決定別紙物件目録記

載の土地建物につき、Ａを債務者とする根抵当権の実行としての競売の開始決定をした（同裁

判所同年（ケ）第１０１１号土地・建物担保競売事件。以下「本件競売事件」という。）。 

(2) Ａは、平成２６年６月１８日、破産手続開始の決定を受け、同年９月１８日、破産手

続廃止の決定を受けた。Ａは、同日、免責許可の決定を受け、同決定はその後確定した。上記

根抵当権の被担保債権は、上記免責許可の決定の効力を受けるものである。 

(3) Ａは、平成２７年２月２３日に死亡し、その子である抗告人等がＡを相続した。 

(4) 執行官は、令和２年１２月１日午前９時に開かれた本件競売事件の開札期日において、

抗告人を最高価買受申出人と定めた。 

(5) 執行裁判所は、令和２年１２月２１日、本件競売事件の債務者であったＡの相続人で

ある抗告人は上記土地建物を買い受ける資格を有せず、民事執行法（以下「法」という。）１

８８条において準用する法７１条２号に掲げる売却不許可事由があるとして、抗告人に対す

る売却不許可決定をした。この決定に対し、抗告人が執行抗告をした。 

２ 原審は、担保不動産競売の債務者が免責許可の決定を受け、同競売の基礎となった担保

権の被担保債権が上記決定の効力を受ける場合であっても、当該債務者の相続人は法１８８

条において準用する法６８条にいう「債務者」に当たると判断し、上記の売却不許可事由があ
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るとして、抗告人の執行抗告を棄却した。 

３ しかしながら、原審の上記判断は是認することができない。その理由は、次のとおりで

ある。 

法１８８条において準用する法６８条によれば、担保不動産競売において、債務者は買受け

の申出をすることができないとされている。これは、担保不動産競売において、債務者は、同

競売の基礎となった担保権の被担保債権の全部について弁済をする責任を負っており、その

弁済をすれば目的不動産の売却を免れ得るのであるから、目的不動産の買受けよりも被担保

債権の弁済を優先すべきであるし、債務者による買受けを認めたとしても売却代金の配当等

により被担保債権の全部が消滅しないのであれば、当該不動産について同一の債権の債権者

の申立てにより更に強制競売が行われ得るため、債務者に買受けの申出を認める必要性に乏

しく、また、被担保債権の弁済を怠り、担保権を実行されるに至った債務者については、代金

不納付により競売手続の進行を阻害するおそれが類型的に高いと考えられることによるもの

と解される。 

しかし、担保不動産競売の債務者が免責許可の決定を受け、同競売の基礎となった担保権の

被担保債権が上記決定の効力を受ける場合には、当該債務者の相続人は被担保債権を弁済す

る責任を負わず、債権者がその強制的実現を図ることもできなくなるから、上記相続人に対し

て目的不動産の買受けよりも被担保債権の弁済を優先すべきであるとはいえないし、上記相

続人に買受けを認めたとしても同一の債権の債権者の申立てにより更に強制競売が行われる

ことはなく、上記相続人に買受けの申出を認める必要性に乏しいとはいえない。また、上記相

続人については、代金不納付により競売手続の進行を阻害するおそれが類型的に高いとも考

えられない。 

そうすると、上記の場合、上記相続人は、法１８８条において準用する法６８条にいう「債

務者」に当たらないと解するのが相当である。 

４ 以上と異なる見解に立って、抗告人につき法１８８条において準用する法７１条２号

に掲げる売却不許可事由があるとした原審の判断には、裁判に影響を及ぼすことが明らかな

法令の違反がある。論旨は理由があり、原決定は破棄を免れない。そこで、原々決定を取り消

した上、その他の売却不許可事由の有無につき審理を尽くさせるため、本件を原々審に差し戻

すこととする。 

よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり決定する。 

(裁判長裁判官 深山卓也 裁判官 池上政幸 裁判官 小池裕 裁判官 木澤克之 裁判官 山口 

厚) 

 

 

※参考：判例タイムズ 1492 号 78 頁、判例時報 2512 号 5 頁、金融法務事情 2178 号 88 頁、

金融商事判例 1632 号 46 頁、金融商事判例 1637 号 18 頁、ジュリスト 1569 号 106

頁、ジュリスト 1570 号 117 頁 


